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補助金を申請及び受給される皆様へ 

本事業の補助金については、経済産業省が定めた情報処理・サービス・製造産業振興研究開
発等事業費補助金（デジタルライフライン整備加速事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金
を財源としていることから、社会的にその適正な執行が強く求められるものであり、当然なが
ら、当社としましても補助金に係る不正行為に対しては厳正に対処しております。 

従って、当社の補助金に対し交付の申請をされる方、及び、申請後に採択が決定し補助金を
受給される方におかれましては、以下の事項を十分にご認識された上で、補助金の申請又は受
給を行っていただきますようお願いします。 

 

①補助金の申請者が当社に提出する書類には、如何なる理由があってもその内容に虚偽の
記述を行わないで下さい。 

②当社から補助金の交付決定を通知する前において、発注等を完了させた設備等について
は、補助金の交付対象とはなりません。 

③補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該資産の処分制限期間（法
定耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、
又は担保に供することをいう）しようとする時は、事前に処分内容等について当社の承
認を受けなければなりません。なお、当社は、必要に応じて取得財産等の管理状況等に
ついて調査することがあります。 

④また、偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、
当社として、補助金の受給者に対し必要に応じて現地調査等を実施します。 

⑤上述の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取り消
しを行うとともに、受領済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．
９５％の利率）を加えた額を返還していただくことになります。併せて、当社から新た
な補助金等の交付を一定期間行わないこと等の措置を執ると共に、当該事業者の名称及
び不正の内容を公表させていただきます。 

⑥なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する
法律（昭和３０年法律第１７９号）の第２９条から第３２条において、刑事罰等を科す
旨規定されています。 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 
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 事業概要 

パシフィックコンサルタンツ株式会社（以下「PCKK」という。）では、令和７年度補正「情
報処理・サービス・製造産業振興研究開発等事業費補助金（デジタルライフライン整備加速事
業）」のうち、ドローン航路整備事業（以下「本事業」という。）を実施する事業者を以下の要
領で公募いたします。 

 

1-1．本事業の目的 

本事業は、「デジタルライフライン全国総合整備計画」（令和６年 6 月デジタルライフライン
全国総合整備実現会議決定）に基づき、ドローン航路の全国展開を促進するため、国内に新た
にドローン航路を整備するに当たり必要な、事業性の評価、データ整備、航路の設計等を行う
事業の実施に要する経費を補助することにより、デジタル時代の社会インフラである「デジタ
ルライフライン」を全国に整備することを目的とします。 

 

1-2．本事業に係るスキーム 

 

 
 
 

1-3．間接補助対象事業 

本事業は、上記 1-1 の目的を達成するため、以下の２事業を対象とします。 
 
＜補助対象となる事業＞ 

① ドローン航路事業構築のための事業性検討事業（以下「①事業性検討事業」という。） 
・事業内容：ドローン航路を整備するために必要な運航ニーズの把握等の事業性の評価に係

る費用の一部補助を行います。 
 
② ドローン航路整備事業（以下「②ドローン航路整備事業」という。） 

・事業内容：ドローン航路を整備するにあたって必要なシステム開発、データ整備、電波観
測、関係者調整等に係る費用の一部補助を行います。 

 
 

経済産業省
補助

間接補助事業者
申請

補助

事務局
パシフィックコンサルタンツ(株）

（補助事業者）

補助率 大企業：1/3 以内 

    中小企業等：2/3 以内 
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 事業概要 

間接補助事業の実施における注意事項： 
本事業は、「i. ①のみ実施」「ii. ②のみ実施」「iii. ①を実施した後、事業実施期間内に②まで

実施」の３つの方式での応募が可能です。提案書上に、i～iii のどの方式での応募を希望してい
るかを明記して提出してください。 

また、iii の事業を想定する場合には、①の事業性検討事業終了時に検討の結果について、経
済産業省及び独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャデザインセンター（以下、
DADC という。）に説明のうえ、航路整備に向けてアドバイスを求めることを要件とします。 

加えて申請者は、各方式について複数事業の応募を行うことが可能です。ただし、同一事業
を分割して複数案件として申請したり、複数者から同一案件をそれぞれ申請したりすることは
認められません。 
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 事業概要 

1-4．間接補助事業実施期間について 

＜事業全体スケジュール＞ 
事項 間接補助事業者 PCKK 

■公募期間 
令和８年７月２２日（水）１

５：００～８月２１日（金）１
５：００ 

 

  

■審査・採択 
公募〆切後、事業者選定委員会
を開催、採択し交付決定します。 

９月上旬予定 
 
 

 
■事業開始 
（交付決定後） 
 
 
 
 

■中間報告 
 

■事業完了 
令和９年２月２６日（金）まで 
■実績報告期限 

事業完了日から３０日を経過し
た日もしくは令和９年２月２６
日のいずれか早い日 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

応募・交付申請手続き 

応募・交付申請書類の準

 

応募・交付申請内容の
審査、採択委員会の開催 

公募説明会 

事業開始 

契約・発注 

事業実施 

中間報告 

事業完了 

実績報告書の提出 

 
確定検査実施 

確定通知書発行 

精算払請求書の提出 

補助金の支払 

中間検査実施 

採択・交付決定 
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 事業概要 

＜事業開始日＞ 
交付決定日を事業開始日とします。 

※契約・発注行為は必ず交付決定日以降に行ってください。交付決定日よりも前に行っ
た契約・発注行為分については補助対象経費として認められません。 

※当該契約・発注に係る見積依頼及び見積取得については、契約・発注時に有効な見積書
であれば、交付決定前に実施したものでも有効とします。 
なお、交付決定後に改めて見積を取得した結果、申請時の見積金額を上回る金額とな
った場合であっても、原則として追加の交付決定は行いません。 

 
＜事業完了日＞ 

実績報告が完了し、かつ間接補助事業に関わる全ての支払いが完了した日を事業完了日
とします。事業完了年月日は遅くとも令和９年２月２６日（金）としてください。 

なお、自然災害等、やむを得ない理由により事業完了の遅延が見込まれる場合は、速や
かに PCKK に報告し、指定された書類を提出してください。 

 

1-５．申請資格 

 申請にあたっては、次のａ～g までの全ての条件を満たすことが必要です。 

ａ．日本国内において登記された法人もしくはそれらの法人によって構成される組合等で
であり、国内に事業実施場所を有していること。 

ｂ．間接補助事業を的確かつ円滑に遂行できる組織及び人員等を有していること。 
ｃ．間接補助事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について

十分な管理能力を有していること。 
ｄ．経済産業省所管補助金交付等の停止及び契約に係る指名停止等措置要領（平成１５・

０１・２９会課第１号）別表第一及び第二の各号第一欄に掲げる措置要件のいずれに
も該当しないこと。 

ｅ．単独又は複数の大企業、中小企業等であること。 
中小企業等とは、中小企業基本法で定める中小企業者（中小企業）ならびに一般社団法
人、一般財団法人（注 1）、事業協同組合、農業法人及び大学（注 2）をいう。ただし、
次のいずれかを満たす場合は大企業として扱う。 
①資本金又は出資金が 5 億円以上の法人に直接、又は、間接に１００％の株式を保有
されている中小企業者 
②確定している（申告済みの）直近過去 3 年分の各年又は各事業年度の課税所得の年
平均が 15 億円を超える中小企業者 
③みなし大企業（注 3）に該当する中小企業者 

ｆ．「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項に該当しないこと（誓約事項に
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違反した場合、交付決定の全部又は一部を取消しとなることに留意すること）。 
ｇ. 政府からのＥＢＰＭ（注 4）に関する協力要請に応じること。 
 
（注１） 特定非営利活動法人は、以下の要件を満たすものとする。 

・法人税法上で課税対象となる収益事業を実施し、補助対象事業者は当収益事
業の範囲内であること。 
・認定特定非営利活動法人ではないこと。 

（注２） 本事業の大学とは、国立大学法人法第 2 条第 1 項に規定する国立大学法人、地
方独立行政法人法第 68 条第 1 項に規定する公立大学法人及び私立学校法第 3
条に規定する学校法人が設置する大学をいう。 

（注３） みなし大企業に該当する中小企業者は、以下のいずれかのものとする。 
・発行済株式の総数、又は、出資金額の 2 分の 1 以上が、同一の中小企業以外
の企業（以下「大企業」という。）（特定ベンチャーキャピタル、中小企業投資
育成株式会社、投資事業有限責任組合を除く。）の所有に属している方針（以
下「みなし大企業」という。） 
・発行済株式の総数、又は資金額の 2 分の 1 以上が、同一のみなし大企業（特
定ベンチャーキャピタル、中小企業投資育成株式会社、投資事業有限責任組合
を除く。）の所有に属している法人 
・発行済株式の総数、又は、出資金額の３分の２以上が、複数の大企業（みな
し大企業を含む。特定ベンチャーキャピタル、中小企業投資育成株式会社、投
資事業有限責任組合を除く。）の所有に属している法人 
・役員の総数の２分の１以上を大企業（みなし大企業を含む。特定ベンチャー
キャピタル、中小企業投資育成株式会社、投資事業有限責任組合を除く。）の
役員、又は、職員が兼ねている法人 

（注４） ＥＢＰＭ（Evidence-Based Policy Making：証拠に基づく政策立案）とは、政
策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化した
うえで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすることです。限られた予算・
資源のもと、各種の統計を正確に分析して効果的な政策を選択していくＥＢＰ
Ｍの推進は、2017 年以降毎年、政府の経済財政運営と改革の基本方針（骨太
の方針）にも掲げられており、今後もますます重要性が増していくことが想定
されます。 

1-6．共同申請について 

 事業者単独では間接補助事業を実施する計画が成立しない場合や複数事業者が一体とな
って間接補助事業を行うことにより、単独で行う場合と比べ成果が高まることが見込める場合
においては、複数事業者での共同申請を認めます。 

共同申請に関して、以下の内容が含まれている申請者間で取り決めた契約書等（様式自由）
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の写しの提出が必要です。 
A) 申請者同士が連帯責任を負うことについて 
B) 申請者間の役割分担の明確化について（代表申請者の選定も含む） 
C) 間接補助事業に係る財産処分制限期間終了まで連帯責任を負い続けることについ

て 
D) 間接補助事業に係る財産処分制限期間終了までの構成員の脱退禁止について 
E) 間接補助事業に係る財産処分制限期間終了までの構成員の破産又は解散時の分担

業務完了方法について 
F) 財産の適切な管理者及び財産の管理方法を明確化することについて 
 

また、間接補助事業者に該当する者が複数で事業を実施するため、代表事業者は本事業の応
募書類の代表申請者となるほか、間接補助事業として採択された場合には、円滑な事業執行と
目標達成のためにその事業の推進に係る取りまとめを行うとともに、実施計画書に記載した事
業の実施体制に基づき、具体的な事業計画の作成や、事業の円滑な実施のための進行管理を行
うことが必要です。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり PCKK が承認した
場合を除き、間接補助事業として採択された後は変更することができません。 

 
共同申請における補助率の適用及び補助金の交付 
共同申請を行う場合、代表事業者及び共同事業者の企業区分（大企業、中小企業者等）に応

じ、各事業者が負担する補助対象経費について、それぞれの企業区分に対応する補助率を適用
して補助金額を算定します。 

ただし、補助金の交付は事業単位で行うため、算定された補助金は代表事業者に一括して交
付します。 

共同事業者への経費負担額及び補助金相当額の配分については、代表事業者の責任において
適切に実施してください。 

また、交付申請時には、補助対象経費ごとにその負担主体（代表事業者又は共同事業者）を
明確にした上で申請してください。なお、実績報告においても、各補助対象経費の負担主体が
確認できる証憑を提出するものとします。 
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1-７．補助金交付の要件 

（１）採択予定件数：数件程度 

（２）予算額：約 3 億円（デジタルライフライン整備加速事業の予算の範囲内で採択をし
ます。） 

（３）補助率：大企業は補助対象経費の１／３以内、中小企業等は補助対象経費の２／３
以内とします。 

・最終的な実施内容、交付決定額は、経済産業省、及び PCKK が関係者と調整した上
で予備決定することとします。  

（４）補助金上限額：方式ⅰ：1,000 万円、方式ⅱ：5,000 万円、方式ⅲ：6,000 万円 

（５）間接補助対象経費の区分 
間接補助対象経費は、間接補助事業の遂行に直接必要な経費及び補助事業成果の取

りまとめに必要な経費であり、具体的には以下のとおりです。 
間接補助対象経費一覧 

経費項目 明細 内容 補助率 
（Ⅰ）労務費 

 
人件費 間接補助事業に直接従事する者の人

件費 

大企業 
１／３ 
以内、 

中小企業等 
2／3 
以内 

補助員人件費 間接補助事業に直接従事するアルバ
イト、パート等の経費（ただし、上記
（「人件費」に含まれるものを除く） 

（Ⅱ）事業費 
※方法ⅰは補助対象外 

業務費 間接補助事業を行うために直接必要
な機器、設備又はシステム等の製作、
試験及び検証に要する経費 

調査、測量及び 
試験費 

間接補助事業を行うために直接必要
な電波観測や飛行試験等、調査、測量
及び試験に要する経費 

（Ⅲ）委託・外注費 委託費・外注費 間接補助事業者が直接実施すること
ができないもの又は適当でないもの
について、他の事業者に委託・外注す
るために必要な経費。当該経費の算定
にあたっては、上記Ⅰ～Ⅱに定める項
目に準じて行う。 

（Ⅳ）その他諸経費 消耗品費 間接補助事業の実施に直接必要な資
材、部品、消耗品等の製作又は購入に
要する経費 
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旅費 ・間接補助事業に直接従事する者の
旅費、滞在費、交通費 
・間接補助事業に直接従事する者以

外の者に、間接補助事業の実施に必要
な知識、情報、意見等の収集を行うた
めの国内調査・審査に要する旅費、滞
在費、交通費 

諸経費 上記のほか、間接補助事業の実施に
直接必要な、会議費、謝金、図書資料
費、通訳料、運送費等の経費、学会等
参加費・論文投稿料、特許出願関連費
等 

 
間接補助事業の実施における注意事項 

間接補助事業の中で、契約の着手金、前渡し金等を支払う場合においては、事業完了の時点
で設計、設備、工事等の項目毎にその金額相当の成果品（設備機器購入、工事実績等）があ
ることが必要です。 
 

（６）補助対象経費として計上できない経費 
・交付決定日よりも前に発注、購入、契約等を実施したもの 
・申請等における事務作業費 
・建物等施設に関する経費 
・間接補助事業の内容に照らして当然備えているべき機器・備品等（机、椅子、書棚等
の什器類、事務機器等）に係る経費 
・間接補助事業の実施中に発生した事故・災害の処理のための経費 
（ただし、間接補助事業者に帰責性のない事由に基づき生じたキャンセル料等は直接経
費として計上できる場合がありますので、事務局へご相談ください。） 
・ドローン本体、離着陸設備の購入費 
・その他事業に関係ない経費 

 
（７）交付要件 

補助金交付の要件として、下記の全体要件１～３に加え、実施する事業ごとに定め
る全ての要件を満たすことが必要です。 

 
【全体要件】 

１．事業の実施にあたって、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以
下、NEDO という。）による令和７年度「デジタルライフライン整備事業」におけ
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る成果物であるドローン航路に係るガイドライン（案）一式（附属書を含む）、独立
行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャデザインセンター（以下、DADC
という。）が GitHub 上で公開するオープンソースソフトウェア（以下、OSS とい
う。）、その他参考文書（ドローン航路サービス標準約款、ドローン航路運営標準マ
ニュアル、ドローン航路利用標準マニュアル）の案を参照すること。 
https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100332.html 

２．事業実施期間中に得られた知見を今後の事業に活用するため、 「ドローン航路運営
者向け ドローン航路導入ガイドライン ver2.0（案）」（以下、「導入ガイドライン」
という。）について改版の必要性が生じた場合には、その内容を経済産業省及び
DADC に情報提供すること。 
https://www.nedo.go.jp/content/800055327.pdf 

３．事業の実施状況等に関し、経済産業省及び DADC から照会があった場合には、当該
照会に誠実かつ適切に回答すること。 

 

【①事業性検討事業】 
４．ドローン航路は多目的かつ複数の運航事業者による利用を想定し、共用可能な飛行

空間としてサービス提供を目指すものである。そのため、同一航路内で複数の運航
事業者による運航もしくはマルチパーパスの運航による高頻度の航路利用を見据え
た計画を策定し、事業性評価を行うこと。 

５．ドローン航路の運営に向けた基礎調査や要件整理等を対象とし、ドローン航路運営
者の事業性だけでなく、ドローン航路を活用した運航事業者の便益についても考慮
し、実現可能な事業モデルを検討すること。 

６．（②も継続して事業を実施する場合、）事業終了時に評価の結果について、経済産業
省及び、DADC に説明のうえ、航路整備に向けてアドバイスを求めること。 

 
【②ドローン航路整備事業】 
７. 「導入ガイドライン」の３章及び４章で示すドローン航路登録制度（図１）の適合性

評価要件に準拠するようドローン航路を整備するとともに、必要な体制を整えるこ
と。  
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８．ドローン航路システムについて、新規開発機能や更新機能等が生じた場合は、PCKK
及び採択事業者間で OSS として公開すべき機能等について協議をしたうえで、経
済産業省及び DADC に報告をすること。また、協議により OSS 化することが望ま
しいと判断された機能のうち、経済産業省及び DADC が求めるものについては当
該機能の OSS 化を実施すること。 

 

図１ドローン航路登録制度の概要 
 

（８）補助対象経費からの消費税額の除外について 
補助金の額に消費税及び地方消費税額（以下「消費税等」という。）が含まれている場合、

間接補助事業者が消費税等の確定申告時に、仕入控除とした消費税等のうち補助金充当額
について報告をさせ返還を命じることにより、間接補助事業者に仕入控除とした消費税等
額のうち補助金充当額が滞留することを防止するため規定されています。 

しかしながら、上記の報告書は、補助金精算後に行った確定申告に基づく報告となり、
失念等による報告漏れが想定されることや、間接補助事業者における煩雑な事務手続回避
の観点から、以下のとおり取り扱うものとします。 

交付申請書の補助金申請額算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して補
助金の額を算定し、交付申請書を提出してください。 

ただし、以下に掲げる間接補助事業者にあっては、間接補助事業の遂行に支障を来すお
それがあるため、消費税等を間接補助対象経費に含めて補助金の額を算定できるものとし
ます。 

①  消費税法における納税義務者とならない間接補助事業者 
②  免税事業者である間接補助事業者 
③  簡易課税事業者である間接補助事業者 
④  国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、消費税法別

表第３に掲げる法人の間接補助事業者 
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⑤  国又は地方公共団体の一般会計である間接補助事業者 
 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後
の返還を選択する間接補助事業者 

（９）外貨に係る経費の取扱いについて 
外国企業からの物品調達等において外貨での支払いが想定される場合、補助金交付

申請書提出時は日本円に換算した額で申請書を提出してください（換算レートは、合
理的根拠に基づいた、適切なものを使ってください。）。実績報告書提出時は、支払時の
換算レートで日本円に換算した額で実績報告書を提出することとし、区分ごとに交付
決定された補助金額の範囲内において支払うことになります。 

（１０）ファイナンスリース等について 
ファイナンスリースを利用する場合は、（ⅰ）リース料等から補助金相当分が減額さ

れていること及び（ⅱ）法定耐用年数期間まで継続して補助事業により導入した設備
等を使用する契約内容であることを証明できる書類（写しも可）の提出を条件としま
す。 

（１１）自社調達を行う場合の扱い（利益排除の考え方） 
補助対象経費の中に、申請者の自社製品の調達や共同申請者からの調達等（システ

ム開発を外注せずに自社で調達する場合、設備工事を共同申請者に発注する場合など）
に係る経費がある場合、補助対象経費の実績額の中に申請者自身の利益が含まれるこ
とは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられます。このため、申請者自身から
調達等を行う場合は、原価（人件費や当該調達品の製造原価など※1）をもって補助対象
経費に計上してください。代表申請者及び共同申請者間における調達においても利益
排除の考え方が適用になります。 

※１：人件費の原価計算にあたっては、原則として当該業務従事者の人件費単価を
過去の給与と福利厚生費から算出し、従事予定工数の掛け合わせをすること
により算出してください。なお、申請者の業種等により製造原価を算出するこ
とが困難である場合は、他の合理的な説明をもって原価として認める場合が
あります。 

 



 

13 
 

 交付申請～交付決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 交付申請～交付決定 
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2-1．申請手続き 

（１）公募期間 
公募期間：令和８年７月２２日（火）１５時～令和８年８月２１日（金）１５時※2 
申請締切：令和８年８月２１日（金）１５時必着 

（提出先は「２-１．（３）申請書類の提出先」参照） 

公募申請締切後、事業者選定委員会を開催し、採択された事業に関して交付決定を行
います。 

※２： 公募期間以降に PCKK に到着した申請書類のうち、遅延が PCKK の事情に
起因しない場合は、いかなる理由があっても応募を受け付けませんので、十
分な余裕をもって応募してください。   

   
（２）応募・交付申請書類 

申請に必要な書類は以下の通りです。 
提出書類一覧表 

提出書類 

提出要否 

代表 
申請
者 

共同 
申請
者 

応募様式１ 公募申請書（代表申請者） 〇  
応募様式１－２ 公募申請書（共同申請者）※3  〇 
応募様式２ 実施計画書※4  〇  
応募様式２－２ 事業実施要件誓約書 〇  
応募様式２－３ 情報管理体制図 〇  
応募様式２－４ スケジュール表 〇  
別紙１ 承諾書 〇  
別紙２ 暴力団排除に関する誓約事項 〇 〇 
付帯資料１ 代表申請者の住所・連絡先、担当責任者及

び担当者の所属・連絡先が記載された名刺
等の写し 

○  

付帯資料２ 間接補助事業の共同で行うことが記され
た契約書の写し（共同申請をする場合） 

○  

付帯書類３ 全申請者の会社概要がわかるもの（パン
フレット等） 

○ ○ 

付帯書類４ 全申請者の定款 ○ ○ 
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付帯書類５ 寄附行為の実施状況・予定に関する書類
（実施をしている場合） 

○ ○ 

付帯書類６ 全申請者の直近の過去 3 年分の財務諸表 
○ ○ 

付帯書類７ 情報管理に対する社内規則等（社内規則
がない場合は代わりになるもの） 

○ ○ 

任意提出書類 プレゼンテーション資料 ― ― 
【様式第１】 補助金交付申請書 ○  
【様式第１別紙１】 役員名簿 ○ ○ 
【様式第１別紙２】 事業費用の算出根拠表※5 ○  
見積書 補助対象経費に係る見積等（下記Ⅲを参

照） 
○  

 
I. 提出書類の様式について 

本事業の提出書類は Excel ファイルで提供しており、1 つのファイル内に複数のシー
トが含まれています。各応募様式および別紙１・２、交付申請書類については、該当す
るシートに入力して作成してください。 

また、応募様式は代表申請者と共同申請者では提出書類が異なるため、公募サイトに
はそれぞれの区分に対応した Excel ファイルを掲載しています。提出書類の作成にあた
っては、「代表申請者用【応募書類】」および「共同申請者用【応募書類】」の中から、各
申請者の区分に応じた Excel ファイルを選択してください。 

 
※3 共同申請の場合、「共同申請者用【応募様式】」は共同申請者ごとに個別に作成のう

え、代表申請者が取りまとめて提出してください。 
※4 応募様式２：実施計画書の作成にあたっては、以下の点にご留意ください。 
・各欄は必ず記載し、漏れの内容にすること。 
・「2-2.（２）審査基準」に示す基準への適合等を示す証憑類がある場合には必ず添付

すること。 
・「2-2. (２）審査基準」に示す自治体や地元企業等の協力者を記載すること。 
・審査状況に応じて、別途プレゼンテーション資料の提出を求める場合があります。 
※5 共同申請の場合は、補助対象経費ごとにその負担主体（代表申請者又は共同申請者）

を明確にした上で申請してください。なお、事業費用の算出根拠表には、補助対象
経費の負担主体及び補助金額の算定根拠が確認できるよう記載してください。 

 
II. 付帯資料について 

Ⅰに記載の Excel ファイルに加えて、以下の付帯資料をご提出ください。なお、代表
申請者と共同申請者では提出書類が異なるため、必ず提出書類一覧表をご確認ください。
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付帯資料の形式は自由とします。 
・付帯資料１ 

代表申請者の住所・連絡先、担当責任者及び担当者の所属・連絡先が記載された名刺
等の写し 

・付帯資料２ 
間接補助事業の共同で行うことが記された契約書の写し（共同申請をする場合） 
※「１-６.共同申請について」を参照 
※共同申請者が多い場合、各社間の内容確認に時間を要する場合も考えられるため、
時間に余裕をもって準備すること。 

・付帯資料３ 
全申請者の会社紹介のパンフレット等の会社概要がわかるもの 

・付帯資料４ 
全申請者の定款（申請者が個人事業主の場合は、印鑑証明書の原本及び住民票の原本
（いずれも発行後３ヶ月以内のもの）） 

・付帯資料５ 
（実施をしている場合に限り）寄附行為の実施状況・予定に関する書類を提出するこ
と。また、認可を受けている者等は、設立の認可を受け、又は設立の認可が適当であ
るとされた法人の定款及び寄附行為の実施予定に関する書類を提出すること。（ただ
し、この案が作成されていない場合には、提出を要しない。） 

・付帯資料６ 
全申請者の直近の過去３年分の財務諸表 

・付帯資料７ 
全申請者の情報管理に対する社内規則等（社内規則がない場合は代わりとなるもの） 

 
III. 交付申請書類について 

【様式第１別紙１】役員名簿については、代表申請者及び全ての共同申請者、社内外
問わず取締役、会計参与、監査役の記載が必要となります。 

 
 

IV. 見積書について 
 原則として２者（関係会社等を除く）以上の見積書を取得し、提出すること。２者

以上の取得が困難な場合は、その理由を記載した理由書を提出すること。 
 申請時に有効な見積であること。 
 労務費については、実施計画書に記載した従事者区分ごとの人日数及び金額の内訳

が確認できる見積書を提出すること。 
 見積書には、実施する間接補助事業の具体的内容がわかるよう積算内訳が記載され

ていること。（積算内訳：単価×数量など ※一式等の記載は不可） 
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（注１）人件費については、公募申請時においては概算計上でも差し支えありませんが、
交付申請時には、積算根拠が確認できる内訳書の提出が必要となります。 

（注２）補助対象経費中に、間接補助事業者の自社調達又は関係会社等からの調達分が
ある場合、取引価格から利益相当額を控除した金額が補助対象経費となります。 

 
V. 提出された資料について 
・提出された申請書類は、事業遂行のため経済産業省及び PCKK、その他 DADC へ共有

する他、採択に関する審査以外の目的には使用しません。また、申請者による許可なく
申請書類を他の機関に共有しません。 

・申請書類は返却致しません。 
・採択された事業に係る申請書類等については、「行政機関の保有する情報の公開に関す

る法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人
の正当な利益を害する情報等）を除いて情報公開の対象となります。 

・申請書類の作成費用は補助対象経費には含められません。また、選定の正否を問わず、
申請書類の作成費用は支給されません。 

・申請書類に記載する内容は、今後の間接補助事業実施の基本方針となりますので、予算
額内で実現が確約されることのみ記載してください。なお、採択後であっても、申請者
の都合により記載された内容に大幅な変更があった場合には、採択の取り消しとなるこ
とがあります。 

 
（３）申請書類の提出先 

申請書類の提出については、Ｊグランツ、もしくはメールにて提出してください。Ｊグ
ランツにて申請書類を提出された際には、適切に申請書類がアップロードされているかを
確認するため、事務局までメールにてご連絡ください。 

J グランツの G ビズ ID 取得には２週間前後時間を要するため、十分な余裕をもって取
得してください 

メールアドレス： digital-lifeline@dl.pacific-hojo.jp 
 

（４）説明会の開催 
公募説明会は７月下旬頃を予定しています。（詳細は決定次第ホームページに掲載しま

す。） 
なお、問合せにつきましては、3-10．問合せ先をご参照ください。 

 

2-2．審査・採択について 

（１）審査方法 
有識者で構成される事業者選定委員会において、応募申請書類に基づく審査をし、必要
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に応じてヒアリングを実施し、事業内容の説明や追加資料の提出を求める場合があります。 
なお、ヒアリングにおける事業内容の説明および質疑応答については、代表申請者また

は共同申請者が対応してください。共同申請者以外の事業者やコンサルタント等による対
応は認められず、申請要件を満たしていないものとして不採択となる場合があります。 

 
（２）審査基準 

以下の①から⑨の共通審査基準及び各事業ごとの審査基準に基づいて総合的な評価を
行います。ただし、審査基準①から⑥を満たしていない申請及び②ドローン航路整備事業
について審査基準⑭を満たしていない申請については、他項目の評価にかかわらず採択い
たしません。 

【共通審査基準】 

① １－３．の対象に合致しているか。 

② １－５．の申請資格を満たしているか。 

③ 提案内容が本事業の目的に合致しているか。 

④ 実施スケジュールが適切か。 
・事業が滞りなく実施できるよう、日程・作業手順等に工夫があるか。 
・事業実施後の受注に向けた取組及びスケジュールが具体的で実現性があるか。 

⑤ 事業を遂行するための資力、資金調達能力を有しているか。 

⑥ 対象とするドローンの飛行レベルは無人地帯上空における目視外飛行（レベル 3/レ
ベル 3.5 飛行）を前提としているか。 

⑦ 事業の実施方法等について、本事業の成果を高めるための効果的な工夫が見られる
か。 
・費用対効果が高いか。 
・他の地域への展開を見据えた計画であるか。 
・事業完了後のビジョン（出口戦略）を示した計画であるか。 

⑧ 事業の関連分野に関する知見を有しているか。 

⑨ 事業を的確に遂行するために必要な組織、人員等を有しているか。 

⑩ 事業の実施内容について、自治体や事業実施場所に根差した活動を行う事業者との
調整を十分に行っているか。 

 

【① 事業性検討事業ドローン航路整備事業】 
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⑪ 事業の実施内容について、ドローン航路運営者の事業性だけでなく、ドローン航路
を活用した運航事業者の便益※6 についても考慮した計画であるか。 

※6：「便益」には、収益向上やコスト削減等の経済的な効果に加え、災害対応等の直接的
な収益につながらない公益的な効果も含む。 

【②ドローン航路整備事業】 

⑫ 事業の主たる課題の解決や、事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる部分につ
いて、委託・外注を行っていないか。 

⑬ 具体的な運航ニーズ※7 を特定した計画であるか。 
・ドローン航路は多目的かつ複数の運航事業者による利用を想定し、共用可能な飛
行空間としてサービス提供を目指すものである。そのため、同一航路内で複数の運
航事業者による運航もしくはマルチパーパスの運航による高頻度の航路利用を見据
えた計画であること。 
・ドローン航路を活用したというニーズが明確にあるか。 
・ドローン航路の利用に関する合意が取れているか。 

⑭ ドローン航路登録制度が開始したのち、速やかに当該制度における適合性評価に申
請をする計画であるか。 

等 
※7：「運航ニーズ」には、民間事業者による物流、点検、測量等の商用ニーズに加え、自

治体等による防災・減災観点での活用等の公益的なニーズも含む。 
  

（３）採択・交付決定並びにその通知及び公表について 
事業者選定委員会において、方式ⅰ、方式ⅱ、方式ⅲそれぞれについて審査項目毎の採

点結果から総合点を算出します。 
また、採択・交付決定された申請者であっても、補助金申請額を減額する場合や採択に

あたり条件を付す場合があります。 
採択・交付決定された事業者については、間接補助事業の名称、目的及び概要等（【応募

様式２】の「間接補助事業の名称」、「１．事業の内容、目標及び計画」及び「2．補助金申
請額（本年度分）」の記載等を使用）を PCKK より公表するとともに、当該申請者に対し
その旨を通知します。 

 

2-3．交付決定について 

間接補助事業の開始日は、上記申請に対して PCKK が交付決定通知書を発行した日とな
りますので十分にご注意ください。交付決定後、間接補助事業者に対し間接補助事業の実施
に必要な情報等を PCKK より提供することがありますが、情報の内容によっては守秘保持



 

20 
 

 交付申請～交付決定 

をお願いすることがあります。 
 

2-4．補助金の交付額 

最終的な実施内容及び交付決定額は、経済産業省、及びPCKKが関係者と調整した上で決
定することとします。 
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3. 事業の実施 
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3-1．間接補助事業の開始 

（１）間接補助事業に係る契約及び発注等は交付決定後に行ってください。交付決定前に発
生した経費や既に発注等を完了させた事業については、補助金の交付対象とはなりま
せん。 

（２）物品の入手、費用の発生に係る売買、請負その他の契約をする場合は、原則、一般の競
争等に付してください。一般の競争等に付すことが著しく困難又は合理的な理由により
不適当である場合（この場合、理由書の提出を求めます。）を除き、２者以上の競争を実
施の上決定してください。 

また、間接補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとす
る場合には、実施に関する契約を締結後、速やかに事務局に届け出なければなりません。
なお、間接補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合、若しくは間
接補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場合の契
約（契約金額１００万円未満のものを除く。）に当たっては、原則として経済産業省から
補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方とす
ることはできません（間接補助事業の実施体制が何重であっても同様です）。 

出典：https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html 
補助金交付等停止及び契約に係る指名停止措置 
 

3-2．補助事業の計画変更について 

間接補助事業者は、交付決定を受けた後、補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更
する場合（各配分額の１０％以内の流用増減を除く）や、間接補助事業の内容を変更する場
合、間接補助事業を中止又は廃止しようとする場合、設備所有者を変更しようとする場合等
は、事前に【様式第４、様式第４別紙１】計画変更承認申請書を事務局に提出のうえ、その
承認を得なければなりません。手続きを行わずに変更を行った場合は、交付決定の取り消し
となることがあります。PCKK まで事前に相談をしてください。 

 

3-3. 間接補助事業の事故報告について 

交付決定を受けた後、自己の責任によらないと認められる理由により、間接補助事業実施
期間内の事業完了が困難であることが見込まれる場合には、【様式第５】事故報告書を提出
してください。間接補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 

※間接補助事業の実施または事業完了が困難となることが判明した場合には、事故報告書
の提出に先立ち、速やかに PCKK へご相談ください。 
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3-4．中間報告 

間接補助事業者は、間接補助事業の遂行及び収支の状況について、PCKK の要求があった
ときは速やかに報告しなければなりません。 

交付決定後２か月に１度、または別途 PCKK が定める期日までに以下の手続きを行って
ください。 

 
中間報告書類の提出 
中間報告に必要な書類は以下の通りとします。提出にあたっては原則としてＪグランツ

での提出とします。 
 Ⅰ. 【様式第６、様式第６別紙１】経費の使用状況報告書 

Ⅱ．【様式第７】実施状況報告書 
Ⅲ．納品書（写） 
Ⅳ．請求書（写） 
Ⅴ．振込明細書（写）：中間報告までに支払いが完了していない場合は、実績報告時に提

出すること 
Ⅵ．保証書（写）：導入システム及び機器ごとにすべて 
Ⅶ．補助金振込口座登録書及び通帳コピー（写） 
Ⅷ．リース契約書（写）：リース事業者と共同申請する事業のみ 

  ※その他 PCKK が指示する書面等 

3-5．中間検査・確定検査 

提出された中間報告書類については、PCKK が内容を判断し、提出書類、及び導入した補
助対象機器・間接補助事業の実施状況等を確認するために中間検査を実施する場合がありま
す。また、事務局は【様式第８、様式第 8 別紙１】実績報告書を受理した後、書類の審査に
おいて必要に応じて確定検査を行います。 

3-6．実績報告及び補助金の確定 

（１）間接補助事業の完了について 
・間接補助事業者が、導入するすべてのシステム及び機器を検収の上、調達先等に対して

間接補助事業に係る全ての支払いが完了及び全てのデータ計測が終了した時点をもっ
て、間接補助事業の完了とします。（複数年度事業は当該年度の支払いが完了した日） 

・間接補助事業者は、原則令和９年２月２６日（金）までに補助事業を完了させてくださ
い。 

・支払条件は、令和９年２月２６日（金）までに支払いも完了させてください。（割賦払い
や手形払い、現金支払い等は不可） 
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（２）実績報告 
間接補助事業者は事業完了日から起算して３０日以内又は令和９年２月２６日（金）の

いずれか早い日までに、実績報告書を PCKK に提出しなければなりません。なお、報告が
無い場合は、支払済みの補助金があった場合においても返還となる場合があります。 

また、経済産業省、PCKK 及び DADC は、当該成果報告について必要に応じて関係省
庁等に対して共有を行うとともに、本事業の目的のために成果報告の一部を公表すること
をご了承ください。 

実績報告に必要な書類は以下の通りとします。 
  ※共同申請の場合は、代表申請者及び共同申請者ごとの経費負担額が確認できる資料を提

出してください。 
また、各補助対象経費について、その負担主体が確認できる発注書、請求書、納品書、

支払証憑等を提出するものとします。 
 

Ⅰ．【様式第８、様式第 8 別紙１】実績報告書 
Ⅱ．成果報告書：本事業の成果について、経済産業省、PCKK 及び DADC と調整の上、

取りまとめること。なお、内容については原則公開可能な情報のみを記載するもの
とする。ただし、経済産業省、PCKK 及び DADC が求める情報のうち、公開する
ことが適当ではない情報が含まれる場合には、非公表用の報告書も別途作成するこ
と。 

Ⅲ．【様式第１５】取得等管理明細表：該当する事業者のみ 
【様式第１４】取得財産等管理台帳は PCKK への提出は不要。間接補助事業者は各
自作成し保管すること。 

※その他 PCKK が指示する書面等 
 

（３）事業内容の発表等について 
本事業における実施内容・成果については、同様の取組みに向けた機運を醸成すること

が重要です。このため、間接補助事業者におかれては積極的に実施内容・成果を公表する
ように努めるとともに、公表・活用・社会実装等を行うにあたっては、広く一般にとって
わかりやすい形式での公表や本事業に共同参加した事業者以外の事業者が参画しやすい
環境の整備に努める必要があります。また、PCKK や経済産業省、DADC が発表等を依頼
する場合は、ご協力いただきますようお願いいたします。 

 
（４）補助金の支払時期 

補助金の支払いは、原則として間接補助事業完了後の精算払となります。 
間接補助事業者は、【様式第１０】交付金額確定通知書の受領後、速やかに精算払請求書

を PCKK へ提出してください。事務局は、【様式第１１】精算（概算）払請求書の受領後
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に間接補助事業者に補助金を交付します。中間報告時に提出した振込口座を変更する場合
は、変更理由と合わせて改めて補助金振込口座登録書及び通帳コピー（写）を提出してく
ださい。 

なお、補助金は代表申請者の口座に一括で振り込まれます。 
 
（５）補助金支払額の確定方法 

補助金支払額は、交付決定額の範囲内であって補助事業者が実際に支出したと認められ
る額となります。実際に支出したと認められるためには、その支出を明らかにした帳簿類
及び領収書等支出の裏付けとなる証拠書類が必要となります。 

支払額の確定にあたっては、間接補助事業の完了後、間接補助事業者より提出いただく
実績報告書に基づき書類の審査及び現地調査を行い、その報告に係る間接補助事業の実施
結果が補助金の交付決定の内容等に適合しているかを確認します。その際、支出の裏付け
となる証拠書類のない経費や交付決定の内容に適合していない経費については、支払の対
象外となる可能性があります。 

 

3-7．補助金の支払以降 

（１）間接補助事業の経理について 
間接補助事業者は、間接補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、

他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにすることとし、間接補
助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）した日の属する会計年度の終了後５年
間、事務局の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければなり
ません。 

 
（２）財産等の管理について 

・間接補助事業者は、間接補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得
財産等」という。）については、間接補助事業の完了後も善良なる管理者の注意をもって
管理し、補助金交付の目的に従って効果的運用を図らなければなりません。なお、当該
取得財産等については、取得財産等管理台帳を備えて、適切に管理しなければなりませ
ん。 

・間接補助事業者は、取得財産等のうち単価５０万円以上（税抜き）のものについては、
財産処分制限期間においては、処分（補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸
付け又は担保に供すること。以下同じ。）はできません。ただし、社会経済情勢の変化や
間接補助事業者等自身における事情の変更により、取得財産等について本補助金等の交
付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付け、担保に供する処分を行うことについて、
その承認をした方が補助金等の交付目的に資する、又は処分制限財産の有効活用に寄与
すると認められる場合には、事前に PCKK の承認を受けることにより、当該取得財産等
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の処分も可能です。なお、この場合ですが、原則として補助金の一部又は全額を PCKK
へと納付しなければなりません。（納付額は当該処分財産に係る補助金額―補助金の額
が限度です。納付額についてはその後 PCKK より国庫に対して返納されます。） 

参考：間接補助事業等により取得し又は効用の増加した財産の通達等の取り扱いについて 
https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/org_daijin_kaikei2.html 

 
（３）補助金の返還、取消し、罰則等 

間接補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律
第１７９号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告等）をした場合
には、補助金の交付決定の取消し・返還命令（加算金の徴収を含む）、不正の内容の公表等
を行うことがあります。また、法令に違反していることが明らかな場合、当該法令による
罰則の他、採択取消、交付決定取消しや交付済み補助金の全額返還（加算金付き）等の処
分を受ける可能性があります。 

 

3-8．最終報告書の提出について 

間接補助事業完了日から３０日以内又は令和９年２月２６日（金）のいずれか早い日ま
でに PCKK に報告を行ってください。なお、報告が無い場合は、支払済みの補助金があっ
た場合においても返還となる場合があります。また、PCKK、DADC 及び経済産業省は、
当該成果報告について必要に応じて関係省庁等に対して共有を行うとともに、本事業の目
的のために成果報告の一部を公表することをご了承ください。 

 

3-9．その他 

間接補助事業完了後に会計検査院が実地検査に入ることがあります。このため、事業完了日
から少なくとも５年間は本事業実施にあたり PCKK への提出又は交付を受けた書類のほか、
補助対象経費に関する関連書類について保存をしてください。 
 
 

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/org_daijin_kaikei2.html
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3-10．問合せ先 

間接補助事業ならびに提出書類についてご不明な点がありましたら、PCKK まで電話、
メールにてお問い合わせください。 

その際、メール件名に、以下の例のように法人名及び応募予定の事業名称を記入してく
ださい。 

 

令和７年度補正 デジタルライフライン整備加速事業事務局 
（パシフィックコンサルタンツ株式会社） 

 
■ ホームページ：https://pacific-hojo2.com/digital-lifeline/ 
■ メールアドレス：digital-lifeline @dl.pacific-hojo.jp 
■ TEL： 050-5893-7001 
※ 受付時間：平日 １０：００～１７：００ 
※ 休業日：土曜・日曜・祝日・年末年始 

 

 

 

問合せ時のメール「件名」ルール 
 

事務局へメールを送る際は、以下ルールに従った「件名」としてください。 
 

件名：【株式会社○○○】○○○○事業についての問い合わせ 

 
 法人名、団体名など、問い合わせ事業者を判別できるようにしてください。 
 同一団体内で複数事業者が発生する場合は、区別ができるようにしてください。 

（例）法人名○○支店（拠点名）など 
 新規の用件の場合は、必ず上記ルールで件名をつけてください。 
 同一用件のやり取りであれば、直前のメールへ返送する形で返信してください。 
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